
規 則

�愛媛県規則第３０号
生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則の一部を改正する規則

生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則（昭和３２年愛媛県規則第３９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（補助の条件）

第２条 知事は、第１条の補助金（以下「補助金」という。）を交

付する場合において、次に掲げる事項につき条件を附するものと

する。

� 貸付けの対象、貸付金の種類、限度、貸付方法、利率償還方

法等貸付けに関する業務の方法について、別表第１から別表第

４までの基準によること。

� 更生資金（生業費に限る。）、福祉資金（住宅を増築し、改

築し、拡張し、補修し、保全し、又は公営住宅法（昭和２６年法

律第１９３号）第２条第２号に規定する公営住宅（以下「公営住宅」

という。）を譲り受けるのに必要な経費に係る福祉費に限る。）

及び長期生活支援資金の貸付けの決定に当たつては、社会福祉

協議会役員及び職員、民生委員、関係行政機関の職員、医師、

弁護士、不動産鑑定士、愛媛県社会福祉審議会身体障害者福祉

専門分科会の委員、学識経験者等をもつて構成する貸付審査等

運営委員会に諮ること。

� 別表第１及び別表第２に規定する貸付金に係る生活福祉資金

貸付事業（以下「更生資金等貸付事業」という。）、別表第３

に規定する貸付金に係る生活福祉資金貸付事業（以下「離

職者支援資金貸付事業」という。）並びに別表第４に規定する

貸付金に係る生活福祉資金貸付事業（以下「要保護世帯向け長

（補助の条件）

第２条 知事は、第１条の補助金（以下「補助金」という。）を交

付する場合において、次に掲げる事項につき条件を附するものと

する。

� 貸付けの対象、貸付金の種類、限度、貸付方法、利率償還方

法等貸付けに関する業務の方法について、別表第１から別表第

３までの基準によること。

� 更生資金（生業費に限る。）、住宅資金

及び長期生活支援資金の貸付けの決定に当たつては、社会福祉

協議会役員及び職員、民生委員、関係行政機関の職員、医師、

弁護士、不動産鑑定士、愛媛県社会福祉審議会身体障害者福祉

専門分科会の委員、学識経験者等をもつて構成する貸付審査等

運営委員会に諮ること。

� 別表第１及び別表第２に規定する貸付金に係る生活福祉資金

貸付事業（以下「更生資金等貸付事業」という。）並びに別表

第３に規定する貸付金に係る生活福祉資金貸付事業（以下「離

職者支援資金貸付事業」という。）

� 目 次 �
規 則

○ 生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則の一部を改正する規則…８１２
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○ 愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開

示請求をすることができる個人情報の一部改正………………………８２５
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期生活支援資金貸付事業」という。）について、それぞれ特別

会計を設けること。

� 更生資金等貸付事業、離職者支援資金貸付事業又は要保護世

帯向け長期生活支援資金貸付事業を廃止したときは、別に定め

るところにより、補助金（事務費を除く。）を返還すること。

� 省略

（報告書の提出）

第４条 補助金の交付を受けた社会福祉協議会は、更正資金等貸付

事業、離職者支援資金貸付事業及び要保護世帯向け長期生活支援

資金貸付事業について、それぞれ事業年度ごとに貸付業務成績書、

特別会計歳入歳出決算書、事務費歳入歳出決算書その他事業の実

施状況に関する報告書を知事に提出しなければならない。

別表第１（第２条関係）

生活福祉資金（長期生活支援資金、離職者支援資金及

び要保護世帯向け長期生活支援資金を除く。）の貸付

基準

� 貸付対象

１ 更生資金の貸付けの対象となる世帯は、次に掲げるものと

する。

ア 低所得世帯（資金の貸付けに併せて必要な援助及び指導

を受けることにより独立自活できると認められる世帯であ

つて、独立自活に必要な資金の融通を他から受けることが

困難であると認められるものをいう。以下この表において

同じ。）

イ 障害者世帯（２イに規定する障害者の属する世帯をい

う。）

２ 福祉資金及び療養・介護等資金の貸付けの対象となる世帯

は、次に掲げるものとする。

ア 低所得世帯

イ 障害者世帯（身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）

第１５条の規定により身体障害者手帳の交付を受けた者（以

下この表において「身体障害者」という。）、療育手帳制

度要綱（昭和４８年９月２７日付け厚生省発児第１５６号厚生事務

次官通知）の定めるところにより療育手帳の交付を受けて

いる者（療養・介護等資金（介護等費に限る。）にあつて

は、これと同程度と認められる者を含む。）又は精神保健

及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を受け

ている者（療養・介護等資金（介護等費に限る。）にあつ

ては、これと同程度と認められる者を含む。）（以下この

表においてこれらの者を「障害者」という。）の属する世

帯をいう。以下この表において同じ。）

ウ 高齢者世帯（日常生活上療養又は介護を要する６５歳以上

の高齢者（以下「高齢者」という。）の属する世帯をいう。

以下この表において同じ。）

３ 修学資金、緊急小口資金及び災害援護資金の貸付けの対象

となる世帯は、低所得世帯とする。

� 貸付金の種類、対象経費、区分、限度額、償還期間及び据置

期間

について、それぞれ特別

会計を設けること。

� 更生資金等貸付事業又は離職者支援資金貸付事業

を廃止したときは、別に定め

るところにより、補助金（事務費を除く。）を返還すること。

� 省略

（報告書の提出）

第４条 補助金の交付を受けた社会福祉協議会は、更正資金等貸付

事業及び離職者支援資金貸付事業

について、それぞれ事業年度ごとに貸付業務成績書、

特別会計歳入歳出決算書、事務費歳入歳出決算書その他事業の実

施状況に関する報告書を知事に提出しなければならない。

別表第１（第２条関係）

生活福祉資金（長期生活支援資金及び離職者支援資金

を除く。）の貸付

基準

� 貸付対象

資金の貸付けの対象となる世帯は、更生資金にあつては低所

得世帯（資金の貸付けに併せて必要な援助及び指導を受けるこ

とにより独立自活できると認められる世帯であつて、独立自活

に必要な資金の融通を他から受けることが困難であると認めら

れるものをいう。以下同じ。）又は障害者世帯（身体障害者福

祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条の規定により身体障害者手

帳の交付を受けた者（以下「身体障害者」という。）、療育手

帳制度要綱（昭和４８年９月２７日付け厚生省発児第１５６号厚生事務

次官通知）の定めるところにより療育手帳の交付を受けている

者又は精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法

律第１２３号）第４５条の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付

を受けている者（以下これらの者を「障害者」という。）の属

する世帯をいう。以下同じ。）とし、福祉資金及び住宅資金に

あつては低所得世帯、障害者世帯又は高齢者世帯（日常生活上

療養又は介護を要する６５歳以上の高齢者（以下「高齢者」とい

う。）の属する世帯をいう。以下この表において同じ。）とし、

修学資金、緊急小口資金及び災害援護資金にあつては低所得世

帯とし、療養・介護資金にあつては低所得世帯又は高齢者世帯

とする。

� 貸付金の種類、対象経費、区分、限度額、償還期間及び据置

期間
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貸付金の

種類

対象経費 区分 限度額 償還期

間（据

置期間

を除く。）

据置

期間

貸付金の

種類

対象経費 区分 限度額 償還期

間（据

置期間

を除く。）

据置

期間

１

省

略

１

省

略

２

福

祉

資

金

� 福

祉費

ア～ウ 省略

エ 住宅を増築し、

改築し、拡張し、

補修し、保全し、

又は公営住宅を

譲り受けるのに

必要な経費

オ 省略

カ アからオまで

に掲げるものの

ほか、帰省用費

用、年金の掛金等

低所得世帯の日

常生活上一時的

に必要であると

認められる経費

５００，００

０円以

内。た

だし、

住宅を

増築し、

改築し、

拡張し、

補修し、

保全し、

又は公

営住宅

を譲り

受ける

のに必

要な場

合にあ

つては、

２，５００，

０００円

以内

３年以

内。た

だし、

住宅を

増築し、

改築し、

拡張し、

補修し、

保全し、

又は公

営住宅

を譲り

受ける

のに必

要な貸

付けに

あつて

は、７

年以内

６月

以内

２

福

祉

資

金

� 福

祉費

ア～ウ 省略

エ 省略

オ アからエまで

に掲げるものの

ほか、帰省用費

用、年金の掛金等

低所得世帯の日

常生活上一時的

に必要であると

認められる経費

５００，００

０円以

内

３年以

内

６月

以内

� 障

害者

等福

祉用

具購

入費

障害者又は高齢者

が日常生活の便宜

を図るための高額

な福祉用具等の購

入等に特に必要な

経費

１，２００，

０００円

以内

６年以

内

同上 � 障

害者

等福

祉用

具購

入費

障害者又は高齢者

が日常生活の便宜

を図るための高額

な福祉用具等の購

入等に特に必要な

経費

８００，００

０円

以内

６年以

内

同上

�・�

省略

�・�

省略

３ 住宅

資金

住宅を増築し、改築

し、拡張し、補修し、

保全し、又は公営住

宅法（昭和２６年法律

第１９３号）第２条第

２号に規定する公

営住宅を譲り受け

るのに必要な経費

２，５００，

０００円

以内

７年以

内

同上

３

省

略

４

省

略

４ � 省

略

５ � 省

略
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療

養

・

介

護

等

資

金

� 介

護等

費

低所得世帯に属す

る者、障害者及び

高齢者が介護保険

法（平成９年法律第

１２３号）による介護

給付（同法による予

防給付を含む。以下

同じ。）の対象とな

る介護サービスを

受けるのに必要な

経費（当該介護サー

ビスを受けるのに

必要な経費のうち、

１年（特に必要と認

められる場合は、１

年６月）以内の期間

に 係 る も の に 限

る。）、障害者自立

支援法（平成１７年法

律第１２３号）の対象

となる障害福祉サ

ービス若しくは自

立支援医療の受給

又は補装具の購入

若しくは修理（以下

「障害福祉サービ

ス等」という。）の

ために必要な経費

（当該障害福祉サ

ービス等を受ける

のに必要な経費の

うち、１年（特に必

要と認められる場

合は、１年６月）以

内の期間に係るも

のに限る。）及び介

護給付の対象とな

る介護サービスを

受ける期間（以下

「介護サービス受

給期間」という。）

中又は障害福祉サ

ービス等を受ける

期間（以下「障害福

祉サービス等受給

期間」という。）中

の生計を維持する

ために必要な経費

介護サ

ービス

受給期

間又は

障害福

祉サー

ビス等

受給期

間が１

年を超

えない

場合

１，７００，

０００円

以内

同上 同上 療

養

・

介

護

資

金

� 介

護費

低所得世帯に属す

る者 及び

高齢者が介護保険

法（平成９年法律第

１２３号）による介護

給付（同法による予

防給付を含む。以下

同じ。）の対象とな

る介護サービスを

受けるのに必要な

経費（当該介護サー

ビスを受けるのに

必要な経費のうち、

１年（特に必要と認

められる場合は、１

年６月）以内の期間

に 係 る も の に 限

る。）

及び介

護給付の対象とな

る介護サービスを

受ける期間（以下

「介護サービス受

給期間」という。）

中

の生計を維持する

ために必要な経費

介護サ

ービス

受給期

間

が１

年を超

えない

場合

１，７００，

０００円

以内

同上 同上

介護サ

ービス

受給期

間又は

障害福

祉サー

ビス等

受給期

間が１

年を超

え１年

６月以

内の場

合

２，３００，

０００円

以内

介護サ

ービス

受給期

間

が１

年を超

え１年

６月以

内の場

合

２，３００，

０００円

以内

５ 緊急

小口資

金

次に掲げる緊急

的かつ一時的に生

計の維持が困難と

なつた場合に必要

１００，００

０円以

内

４月以

内。た

だし、

５０，０００

２月

以内

６ 緊急

小口資

金

次に掲げる緊急

的かつ一時的に生

計の維持が困難と

なつた場合に必要

５０，０００

円 以

内

４月以

内

２月

以内
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な経費

�・� 省略

� 省略

� その他前３号

に掲げるものと

同等のやむを得

ない事由による

とき。

円を超

える貸

付けに

あつて

は、８

月以内

な経費

�・� 省略

� 年金、保険、公

的給付等の支給

開始までの生活

費が必要なとき。

� 省略

６ 省略 ７ 省略

� 省略

� 貸付利子

据置期間後年３パーセントとする。ただし、修学資金及び療

養・介護等資金の貸付金については、無利子とする。

�～� 省略

別表第２（第２条関係）

長期生活支援資金の貸付基準

� 省略

� 貸付期間

貸付元利金（貸付金及びその利子を合計した金額をいう。以

下この表において同じ。）が貸付限度額に達するまでの期間と

する。

� 貸付限度額

借入申込者が現に居住している建物及び土地（以下この表に

おいて「本件不動産」という。）のうち、土地（以下「本件土

地」という。）の評価額に基づき定める額とする。ただし、１

月当たりの貸付額は、原則として３０万円以内とする。

� 省略

� 貸付元利金の償還期限

資金の貸付けに係る契約（以下この表において「貸付契約」

という。）の終了時とする。

� 貸付利子

１ 各単位期間（初回の貸付金の交付日の属する月から起算し

て３６月ごとの期間をいう。以下この表において同じ。）中の

貸付金の総額ごとに、当該単位期間の最終日（当該単位期間

の途中で貸付けを停止した場合は、当該貸付けの停止の日）

の翌日から当該貸付金の償還期限までの間の日数に応じ、計

算して付するものとする。

２ 省略

�～	 省略

別表第３（第２条関係）

離職者支援資金の貸付基準

�～
 省略

� 延滞利子

１ 資金の貸付けを受けた者（以下この表において「借受人」

という。）が定められた償還期限までに償還金を支払わなか

つたときは、当該償還期限の翌月の初日から支払の日までの

日数に応じ、その延滞した元金につき年１０．７５パーセントの割

合で計算した延滞利子を徴収する。ただし、当該償還期限ま

� 省略

� 貸付利子

据置期間後年３パーセントとする。ただし、修学資金及び療

養・介護資金 の貸付金については、無利子とする。

�～� 省略

別表第２（第２条関係）

長期生活支援資金の貸付基準

� 省略

� 貸付期間

貸付元利金（貸付金及びその利子を合計した金額をいう。以

下 同じ。）が貸付限度額に達するまでの期間と

する。

� 貸付限度額

借入申込者が現に居住している建物及び土地（以下

「本件不動産」という。）のうち、土地（以下「本件土

地」という。）の評価額に基づき定める額とする。ただし、１

月当たりの貸付額は、原則として３０万円以内とする。

� 省略

� 貸付元利金の償還期限

資金の貸付けに係る契約（以下 「貸付契約」

という。）の終了時とする。

� 貸付利子

１ 各単位期間（初回の貸付金の交付日の属する月から起算し

て３６月ごとの期間をいう。以下 同じ。）中の

貸付金の総額ごとに、当該単位期間の最終日（当該単位期間

の途中で貸付けを停止した場合は、当該貸付けの停止の日）

の翌日から当該貸付金の償還期限までの間の日数に応じ、計

算して付するものとする。

２ 省略

�～	 省略

別表第３（第２条関係）

離職者支援資金の貸付基準

�～
 省略

� 延滞利子

１ 資金の貸付けを受けた者（以下 「借受人」

という。）が定められた償還期限までに償還金を支払わなか

つたときは、当該償還期限の翌月の初日から支払の日までの

日数に応じ、その延滞した元金につき年１０．７５パーセントの割

合で計算した延滞利子を徴収する。ただし、当該償還期限ま
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でに支払わないことにつき、災害その他やむを得ない事情が

あると認められるときは、この限りでない。

２ 省略

�・� 省略

� 連帯保証人

１ 資金の貸付けを受けようとする者は、連帯保証人１人を立

てるものとする。ただし、借入れの予定総額が１２０万円を超え

る場合であつて、連帯保証人になろうとする者が次のいずれ

にも該当するときは、２人とする。この場合においては、原

則として他の借受人の連帯保証人となつている者を連帯保証

人とすることはできない。

ア・イ 省略

２ 省略

でに支払わないことにつき、災害その他やむを得ない事情が

あると認められるときは、この限りでない。

２ 省略

�・� 省略

� 連帯保証人

１ 資金の貸付けを受けようとする者は、連帯保証人１人を立

てるものとする。ただし、借入れの予定総額が１２０万円を超え

る場合であつて、連帯保証人になろうとする者が次のいずれ

にも該当するときは、２人とする。

ア・イ 省略

２ 省略

別表第３の次に次の１表を加える。

別表第４（第２条関係）

要保護世帯向け長期生活支援資金の貸付基準

� 貸付対象

資金の貸付けの対象となる世帯は、次のいずれにも該当するものとする。

ア 資金の貸付けを受けようとする者（以下この表において「借入申込者」という。）が単独でおおむね５００万円以上の資産価値の居住

用不動産（借入申込者の配偶者と連帯して資金の貸付けを受けようとする場合に限り、当該配偶者と共有している不動産を含む。）

を所有していること。

イ 借入申込者が所有している居住用不動産に賃借権等の利用権及び抵当権等の担保権が設定されていないこと。

ウ 借入申込者及びその配偶者が原則として６５歳以上であること。

エ 借入申込者の属する世帯が、この制度を利用しなければ、生活保護の受給を要することとなる要保護世帯であると保護の実施機関

（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１９条第４項に規定する保護の実施機関をいう。以下同じ。）が認めた世帯であること。

� 貸付期間

貸付元利金（貸付金及びその利子を合計した金額をいう。以下この表において同じ。）が貸付限度額に達するまでの期間とする。

� 貸付限度額

借入申込者が現に所有している居住用不動産（以下この表において「本件不動産」という。）の評価額の７割（集合住宅の場合にあ

つては、５割）を標準として定める額とする。ただし、１月当たりの貸付額は、当該世帯の最低生活費等を勘案し、保護の実施機関が

定めた額の範囲内とする。

� 貸付方法

原則として１月ごとに交付する。

� 貸付元利金の償還期限

資金の貸付けに係る契約（以下この表において「貸付契約」という。）の終了時とする。

	 貸付利子

１ 各単位期間（初回の貸付金の交付日の属する月から起算して３６月ごとの期間をいう。以下この表において同じ。）中の貸付金の総

額ごとに、当該単位期間の最終日（当該単位期間の途中で貸付けを停止した場合は、当該貸付けの停止の日）の翌日から当該貸付金

の償還期限までの間の日数に応じ、計算して付するものとする。

２ 貸付利率は、年度ごとに、年３パーセント又は当該年度の４月１日（その日が金融機関の休業日の場合は、その翌営業日）におけ

る銀行の長期プライムレートのいずれか低い方を基準として定める率とする。


 延滞利子

１ 資金の貸付けを受けた者（以下この表において「借受人」という。）が定められた償還期限までに償還金を支払わなかつたときは、

当該償還期限の翌日から支払の日までの日数に応じ、その延滞した元金につき年１０．７５パーセントの割合で計算した延滞利子を徴収す

る。ただし、当該償還期限までに支払わないことにつき、災害その他やむを得ない事情があると認められるとき、及び償還のために

する本件不動産の換価に日時を要すると認められるときは、この限りでない。

２ １により計算した延滞利子がこれを徴収するのに要する費用に満たないと認められるときは、当該延滞利子を債権として調定しな

いことができる。

� 償還の担保措置

１ 借入申込者は、社会福祉協議会のために本件不動産に根抵当権を設定し、登記をするものとする。

２ 社協会長は、保護の実施機関が、本制度の利用について、推定相続人（借入申込者の相続が開始した場合に相続人となるべき者を

いう。以下この表において同じ。）に対し必要な説明を行い、本制度の利用についての同意を得ることを求めるものとする。契約期
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間中に借受人に新たな推定相続人が生じた場合も同様とする。

� 貸付決定後の措置

社協会長は、資金の貸付けの可否及び資金の貸付けを決定した場合には、貸付条件について保護の実施機関に通知するものとする。

� 不動産の再評価

１ 社協会長は、単位期間ごとに本件不動産の再評価を行うものとする。

２ １にかかわらず、社協会長は、減失、損壊その他の事由によつて本件不動産の価値が著しく減少したおそれがあると認めるときは、

本件不動産の再評価を行うものとする。

３ 社協会長は、本件不動産の再評価を行つた場合において、必要があると認めるときは、借受人に対し貸付限度額の変更を求めると

ともに、保護の実施機関に通知するものとする。

� 契約の終了

１ 貸付契約は、次のいずれかの事由が生じた場合に終了する。ただし、アについては、�の規定に基づく貸付契約の継承が行われた
場合は、この限りでない。

ア 借受人（連帯借受人がいる場合は、借受人及び連帯借受人）が死亡したとき。

イ 社協会長が貸付契約を解約したとき。

ウ 借受人が貸付契約を解約したとき。

２ 貸付契約が終了したときは、社協会長は、保護の実施機関に通知するものとする。

� 貸付契約の承継

１ 借受人が死亡した場合であつて、次のいずれにも該当するときは、借受人の配偶者は、借受人の死亡後３月以内に限り、保護の実

施機関に届け出た上で社協会長に対し貸付契約の承継を申し出ることができる。

ア 原則として配偶者が従来借受人と同居していたこと。

イ 配偶者が本件不動産を単独で相続し、かつ、登記していること。

ウ 原則として配偶者が本件不動産に引き続いて居住する予定であること。

エ 借受人に係る貸付元利金が、２に基づく本件不動産の再評価により算定した貸付限度額に達していないこと。

２ 社協会長は、貸付契約の承継の申出があつたときは、本件不動産の再評価を行うものとする。

３ 社協会長は、貸付契約の承継を決定したときは、当該申出をした配偶者と貸付契約の承継に係る契約を締結し、保護の実施機関に

通知するものとする。

� 償還金の支払猶予

１ 借受人が災害その他やむを得ない事情のため、定められた償還期限までに償還金を支払うことが著しく困難になつたと認められる

ときは、借受人の申請に基づき借受人に対し償還金の支払を猶予することができる。

２ 借受人が死亡した場合であつて、その配偶者から承継の申出があつたときは、貸付契約の承継を決定するまでの間、当該配偶者の

申請に基づき償還金の支払を猶予することができる。

３ 償還金の支払を猶予した場合であつても、借受人が破産手続開始等の申立てを受け、又は破産手続開始等の申立てをしたときその

他必要があると認めるときは、支払の猶予を取り消すことができる。

� 償還金の支払免除

やむを得ない理由により償還金を支払うことができなくなつたと認められるときは、当該償還金の償還未済額の全部又は一部の支払

を免除することができる。

� 費用負担

本件不動産の評価（再評価を除く。）、担保物件の登記（変更登記を除く。）に係る費用は保護の実施機関が負担するものとし、再

評価に係る不動産の評価、担保物権の変更登記、本件不動産の処分その他の貸付契約に係る費用は社会福祉協議会が負担するものとす

る。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の生活福祉資金貸付事業の補助に関する規則（以下「改正後の規則」という。）第２条第１号、第３号及び第４号、第４条並びに別表

第４の規定は、平成１９年４月１日から適用する。

３ 改正後の規則第２条第２号、別表第１第１号、第２号及び第４号の規定は、平成１９年４月１日以後に貸付決定される福祉資金、療養・介護等

資金及び緊急小口資金について適用し、同日前に貸付決定された福祉資金、住宅資金、療養・介護資金及び緊急小口資金については、なお従前

の例による。
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告 示
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�愛媛県告示第１２６８号
液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律（昭和

４２年法律第１４９号）第３５条の６第１項の規程により、次のとおり液

化石油ガス販売事業者を認定した。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２６９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）附則第５条第４項の規定により法第６条第２項の規定による届出と

みなされる法附則第５条第１項の規定による変更事項に係る事項の届出があったので、法第６条第３項において準用する法第５条第３項の

規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産

業経済部商工労政課並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

コープ今治 今治市馬越町四丁目
甲３０６番地１他

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

午前１０時から午後９
時まで

午前９時から午後９
時４５分まで

平成１９年
７月３１日

平成１９年
７月２日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前９時３０分から午
後９時１５分まで

午前８時３０分から午
後１０時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び今治地方局産業経済部商工労

政課並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２７０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月

間縦覧に供する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

Ａコープハトマート北条 松山市北条辻４４５番
３他 大規模小売店舗の名称 ハトマート北条 Ａコープハトマート

北条
平成１８年
４月１日

平成１９年
７月２日

大規模小売店舗において小売
業を行う者等

えひめ中央農業協同
組合ほか２者

株式会社エーコープ
えひめほか１者

平成１８年
４月１日
ほか

２ 意見書の提出

氏名又は名称 代表者の氏名 住 所 認 定
年 月 日

今治立花農業協
同組合 小 川 晴 夫 今治市北鳥生町三丁目３

番１４号
平成１９年
７月５日

愛 媛 県 報平成１９年７月２０日 第１８８０号

８１９
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�愛媛県告示第１２７２号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 保安林予定森林の所在場所

宇和島市津島町増穂乙１２０２の２、乙１２０５の２、乙１２１２、乙１２２４

の４、乙１２２８、乙１２２９、乙１２４０の１、乙１２４１から乙１２４３まで、乙

１２４９の１、丁４８８の１、丁４８８の３、丁４８９の１、丁４８９の２、

丁４９０、丁４９１の１、丁４９１の２、丁４９７から丁４９９まで

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び宇和

島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第１２７１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産

業経済部商工労政課並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

コープ束本 松山市束本一丁目５
－５

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

午前１０時から午後９
時まで

午前９時から午後９
時４５分まで

平成１９年
７月３１日

平成１９年
７月２日

来客が駐車場を利用すること
ができる時間帯

午前９時３０分から午
後９時３０分まで

午前８時３０分から午
後１０時まで

荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

午前９時から午後９
時まで

午前６時から午後９
時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び松山地方局産業経済部商工労

政課並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

愛 媛 県 報平成１９年７月２０日 第１８８０号

８２０
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�愛媛県告示第１２７４号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁、今治

地方局建設部及び今治市役所において告示の日から起算して３週間

公衆の縦覧に供する。

平成１９年７月２０日

�愛媛県告示第１２７３号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１４）第１４６８号 平成１４年
９月１９日 双岩土建� 井上 健治 八幡浜市若山４－１９０ 平成１９年

６月４日 土木工事業 建設業の廃止

（般－１６）第２７２１号 平成１７年
２月６日 登尾鉄工� 登尾 昌弘 新居浜市多喜浜６－３－

２１
平成１９年
６月４日

とび・土工工事業
塗装工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第４７２５号 平成１４年
７月６日 大西産業� 大西 奨 四国中央市豊岡町長田１７

２３－２５
平成１９年
６月４日

土木工事業
とび・土工工事業 建設業の廃止

（般－１８）第６５７１号 平成１８年
１２月２５日 山本建設 山本 明 北宇和郡鬼北町大字小倉

２３４５－２
平成１９年
６月７日 土木工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１９０４号 平成１４年
１１月１日 竹嶋建設 竹嶋 幸雄 松山市小栗５－４－１５ 平成１９年

６月１１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１４）第１２７５８号 平成１４年
８月３日 今治断熱 山西 信二 今治市小泉４－１０－３３ 平成１９年

６月１１日 熱絶縁工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１４７５０号 平成１８年
６月１４日 �ムラケン 村上 清治 今治市玉川町大野甲７１－

４
平成１９年
６月１１日

土木工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（特－１４）第４９１６号 平成１４年
１０月１２日 �三原建設 三原 辰也 宇和島市祝森甲３３２６ 平成１９年

６月１２日

土木工事業
とび・土工工事業
石工事業
ほ装工事業
造園工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１８）第１０２１０号 平成１８年
７月１７日 光和商事� 石川 敏子 四国中央市妻鳥町１８４６－

２
平成１９年
６月１２日 電気工事業 建設業の廃止

（般－１５）第１４０４６号 平成１５年
６月２４日 玉川工務店 玉川 健一 宇和島市柿原乙２１９ 平成１９年

６月１２日 建築工事業 建設業の廃止
（法人成り）

（般－１８）第１５９６４号 平成１８年
６月１６日

三宝ハウジングカスタム
� 藤内 幹介 松山市高岡町８６０－２５ 平成１９年

６月１３日
土木工事業
建築工事業 建設業の廃止

（般－１４）第６８８０号 平成１４年
１０月３日 大木建材 白石 義博 新居浜市西の土居町２－

１６－２１
平成１９年
６月１４日

土木工事業
造園工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第１８０３号 平成１４年
１０月２６日 �泉野建設 泉野アヤコ 宇和島市三間町波岡６７２ 平成１９年

６月１５日 土木工事業 建設業の廃止

（般－１８）第７７７６号 平成１８年
８月３日 やまみち住宅 山本 道男 西宇和郡伊方町中浦甲４１ 平成１９年

６月１８日 建築工事業 建設業の廃止

（特－１８）第２１９３号 平成１８年
１２月２５日 �吉岡組 吉岡 秀男 四国中央市金田町金川７６

４
平成１９年
６月２０日

土木工事業
ほ装工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１７）第５２４９号 平成１７年
５月２３日 赤瀬配管工業所 赤瀬 幹夫 今治市伯方町木浦甲９８８

－３
平成１９年
６月２１日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止
（事業継承）

（般－１７）第５９８５号 平成１８年
３月９日 高田建築 高田 尅美 宇和島市天神町８－２５ 平成１９年

６月２１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１５）第１４１３１号 平成１５年
１０月２８日 合田鉄工 合田 俊和 四国中央市豊岡町大町２３

４９
平成１９年
６月２２日 鋼構造物工事業 建設業の廃止

（法人成り）

（特－１８）第１９１８号 平成１９年
１月１７日 八幡浜建設� 新地 保彦 八幡浜市五反田１－５６－

１
平成１９年
６月２７日

建築工事業
大工工事業
屋根工事業
タイル・れんが・ブロック
工事業
内装仕上工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１４）第１９２３号 平成１４年
１１月６日 松浦工務店 松浦 栄 宇和島市大浦甲２５１－７ 平成１９年

６月２７日 建築工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成１９年７月２０日 第１８８０号

８２１
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波止浜港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名及び住所

今治市

今治市別宮町一丁目４番地１

代表者 今治市長 越智忍

今治市大西町脇甲１０３２番地１

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

今治市小浦町一丁目丁４３４番２から同４４７番２までの地先

公有水面

イ 区域

次の１点から１６点までを順次直線で結んだ線及び１６点と１

点を結ぶ平成１８年の秋分の満潮位（Ｄ．Ｌ．＋３．９４メートル）

の陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市大字大浜字大谷戊１１０番地内の国土地理院

「小浦」三等三角点）は、北緯３４度０６分４７．１３９７秒、東経１

３２度５８分３４．０１４１秒の地点

１点は、基点から真北２４３度４７分２１秒４５７．４９メートルの地

点

２点は、１点から真北２６７度１５分０６秒１４．６４メートルの地

点

３点は、２点から真北３５７度１５分１０秒８．７０メートルの地点

４点は、３点から真北８７度１２分１０秒０．３１メートルの地点

５点は、４点から真北３５７度１５分１３秒２７．０５メートルの地

点

６点は、５点から真北２６７度２３分５１秒０．３１メートルの地点

７点は、６点から真北３５７度１５分０４秒２．７７メートルの地点

８点は、７点から真北８７度１５分０８秒５３．８８メートルの地点

９点は、８点から真北１７７度１６分２５秒０．０２メートルの地点

１０点は、９点から真北８７度１５分０６秒３４．７１メートルの地点

１１点は、１０点から真北３５７度４９分１６秒３０．６４メートルの地

点

１２点は、１１点から真北２６７度４２分３４秒０．０３メートルの地点

１３点は、１２点から真北３５７度４９分１６秒９．６０メートルの地点

１４点は、１３点から真北２６７度５１分１３秒０．６７メートルの地点

１５点は、１４点から真北３５７度４９分１８秒１７．１０メートルの地

点

１６点は、１５点から真北８２度１７分２１秒１４．４５メートルの地点

ウ 面積

１，８３４．３８平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

今治市小浦町一丁目丁４３４番２から同４４７番２までの地内

及び地先公有水面

イ 区域

次のＡ点からＪ点までを順次直線で結んだ線及びＪ点とＡ

点を結んだ線により囲まれた区域

基点（今治市大字大浜字大谷戊１１０番地内の国土地理院

「小浦」三等三角点）は、北緯３４度０６分４７．１３９７秒、東経１

３２度５８分３４．０１４１秒の地点

Ａ点は、基点から真北２４０度１９分２３秒４６５．８４メートルの地

点

Ｂ点は、Ａ点から真北２６６度５０分１４秒１０５．００メートルの地

点

Ｃ点は、Ｂ点から真北３５７度４８分２５秒１２５．３２メートルの地

点

Ｄ点は、Ｃ点から真北８６度３１分０８秒１８４．１４メートルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北９２度５８分０２秒３．５０メートルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北８２度１２分２４秒３２．６４メートルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北８４度２９分１５秒１２．４４メートルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北１７４度１５分０４秒４１．６９メートルの地

点

Ｉ点は、Ｈ点から真北１７６度１１分３４秒３３．８７メートルの地

点

Ｊ点は、Ｉ点から真北２６８度１５分１５秒１２９．８３メートルの地

点

ウ 面積

２２，４８７．３２平方メートル

３ 埋立地の用途

輸送用機械器具製造業用地

４ 出願年月日

平成１９年７月９日

�������
�愛媛県告示第１２７５号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、大洲市長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 作業種類 公共測量

（長浜都市計画事業大和（郷）土地区画整理事業出

来形確認測量）

２ 作業期間 平成１９年７月２０日から

平成２０年３月２１日まで

３ 作業地域 大洲市長浜町下須戒

�愛媛県告示第１２７６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

愛 媛 県 報平成１９年７月２０日 第１８８０号

８２２
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�愛媛県告示第１２７７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、宇和島地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２７８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１２７９号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の２１第２項の規定により指定確認検査機関から住所及び確認検査の業務を行う事務所の所在

地の変更の届出があったので、建築基準法に基づく指定確認検査機関の指定（平成１５年６月愛媛県告示第１３４４号）の一部を次のように改正

し、平成１９年７月２１日から施行する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 名称及び住所

株式会社愛媛建築住宅センター

愛媛県松山市宮田町１８６番地４

４ 確認検査の業務を行う事務所の所在地

１ 名称及び住所

株式会社愛媛建築住宅センター

愛媛県松山市千舟町六丁目４番地２

４ 確認検査の業務を行う事務所の所在地

名 称 事務所の所在地 確認検査の業務を行う区域 名 称 事務所の所在地 確認検査の業務を行う区域

本 社 愛媛県松山市宮田町

１８６番地４

愛媛県の全域 本 社 愛媛県松山市千舟町

六丁目４番地２

愛媛県の全域

省略 省略

�愛媛県告示第１２８０号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第７７条の３５の５第２項の規定により指定構造計算適合性判定機関から住所及び構造計算適合性判定

の業務を行う事務所の所在地の変更の届出があったので、建築基準法に基づく指定構造計算適合性判定機関の指定（平成１９年６月愛媛県告

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 小田河辺大洲線
大洲市河辺町三嶋１７８２番２から

同市河辺町三嶋１７７６番まで
平成１９年７月２０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 宿毛津島線
宇和島市津島町高田甲７９２番２から

同市津島町高田甲８５１番３地先まで
平成１９年７月２０日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第２１号

平成１９年７月４日
東温市志津川字法條道甲１９１０番１及び甲１９１２番２

東温市牛渕８０２番地

藤 田 佐 代 子
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示第１１７２号）の一部を次のように改正し、平成１９年７月２１日から施行する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

１ 名称及び住所

株式会社愛媛建築住宅センター

愛媛県松山市宮田町１８６番地４

２ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

１ 名称及び住所

株式会社愛媛建築住宅センター

愛媛県松山市千舟町六丁目４番地２

２ 構造計算適合性判定の業務を行う事務所の所在地

名 称 事務所の所在地 名 称 事務所の所在地

本 社 愛媛県松山市宮田町１８６番地４ 本 社 愛媛県松山市千舟町六丁目４番地２

省略 省略

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�公 告

危険物取扱者法定講習会の実施について

消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条の２３の規定による平成１９年度危険物の取扱作業の保安に関する講習会を次のとおり実施する。

平成１９年７月２０日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 講習の種別、日時及び場所

種 別 日 時 場 所

� 給油取扱所において危険物の取扱
作業に従事する危険物取扱者を対象
とした講習

平成１９年１０月３日（水）午前９時 八幡浜市北浜一丁目３番３７号
愛媛県八幡浜地方局

平成１９年１０月４日（木）午後１時 松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県庁第二別館

平成１９年１０月５日（金）午後１時 松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県庁第二別館

平成１９年１０月１０日（水）午後１時 大洲市東大洲２７０番地１
大洲市総合福祉センター

平成１９年１０月１５日（月）午前９時 宇和島市天神町７番１号
愛媛県宇和島地方局

平成１９年１０月３０日（火）午前９時 四国中央市妻鳥町土居山乙１２７番地
愛媛県紙産業研究センター

平成１９年１１月６日（火）午前９時 今治市南宝来町一丁目９番地８
今治市総合福祉センター

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成１９年７月３日 特定非営利活動法人
農業で古里創りＮＰＯ 植 木 利 勝 松山市本町六丁目６番７号 この法人は、不特定多数の人々を対象に、耕作

放棄地の有効活用や過疎農村問題を中心とした、
都市生活者と農村住民との交流活動などを展開
し、日本人の原点である農村の原風景や文化、
地域社会問題にも目を向けながら、楽しい農業
の出来るまちづくりの支援活動を行うことによ
って、地域の活性化を図り、公益の増進に寄与
することを目的とする。
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教育委員会告示 選挙管理委員会告示

�愛媛県教育委員会告示第８号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開

示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛媛県教育委員

会告示第３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成１９年７月２０日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

表愛媛県公立学校教員採用選考試験の項口頭による開示請求をす

ることができる個人情報の内容の欄中「、学業成績の得点」を削り、

「第２次選考試験の」の下に「筆記試験及び面接試験の」を加える。

�愛媛県選挙管理委員会告示第８０号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２編第５章及び地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第８条第

１項の規定による直接請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

は、次のとおりである。

平成１９年７月２０日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 藤 山 薫

１ 直接請求（県議会議員の解職請求を除く。）の要件となるべき

選挙権を有する者の数

� 選挙権を有する者の総数 １，２１８，３７４

� 選挙権を有する者の総数の５０分の１の数 ２４，３６８

� ４０万を超える数に６分の１を乗じて得た数と４０万に３分の１

平成１９年１１月２２日（木）午前９時 西条市喜多川７９６番地１
愛媛県西条地方局

平成１９年１１月２６日（月）午後１時３０分 新居浜市繁本町８番６５号
新居浜市市民文化センター

� 石油コンビナート等災害防止法
（昭和６０年法律第８４号）第２条第６
号に規定する特定事業所における危
険物施設（給油取扱所を除く。）に
おいて危険物の取扱作業に従事する
危険物取扱者を対象とした講習

平成１９年１０月４日（木）午前９時 松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県庁第二別館

平成１９年１１月７日（水）午前９時 今治市南宝来町一丁目９番地８
今治市総合福祉センター

平成１９年１１月２６日（月）午前９時３０分 新居浜市繁本町８番６５号
新居浜市市民文化センター

平成１９年１１月２７日（火）午前９時３０分 新居浜市繁本町８番６５号
新居浜市市民文化センター

平成１９年１１月３０日（金）午後１時３０分 新居浜市繁本町８番６５号
新居浜市市民文化センター

� �及び�に掲げる危険物施設以外
の危険物施設において危険物の取扱
作業に従事する危険物取扱者を対象
とした講習

平成１９年１０月３日（水）午後１時 八幡浜市北浜一丁目３番３７号
八幡浜地方局

平成１９年１０月５日（金）午前９時 松山市一番町四丁目４番地２
愛媛県庁第二別館

平成１９年１０月１５日（月）午後１時 宇和島市天神町７番１号
愛媛県宇和島地方局

平成１９年１０月３０日（火）午後１時 四国中央市妻鳥町土居山乙１２７番地
愛媛県紙産業研究センター

平成１９年１１月６日（火）午後１時 今治市南宝来町一丁目９番地８
今治市総合福祉センター

平成１９年１１月２２日（木）午後１時 西条市喜多川７９６番地１
愛媛県西条地方局

平成１９年１１月２７日（火）午後１時３０分 新居浜市繁本町８番６５号
新居浜市市民文化センター

２ 受講申請書の提出期間

平成１９年９月１日から各講習開催日の２日前まで（必着）

但し、受講申請書を提出した危険物安全協会管轄以外の会場で受講する場合は、平成１９年９月１日から各講習開催日の５日前までとす

る。

３ 受講申請書の請求先及び提出先

� 請求先

各市危険物安全協会、各地区危険物安全協会、各消防本部、各地方局総務県民部県民生活課

� 提出先

各市危険物安全協会、各地区危険物安全協会

なお、受講申請書を提出した危険物安全協会管轄以外の会場で受講する場合は、返信用封筒（住所氏名を記入し８０円切手を貼ったも

の）を添えて提出すること。
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を乗じて得た数とを合算して得た数 ２６９，７２９

２ 県議会議員の解職請求の要件となるべき選挙権を有する者の数

選 挙 区 別 選挙権を有する者の総
数

同左の３分の１の数
（松山市・上浮穴郡選
挙区にあっては、同左
の４０万を超える数に６
分の１を乗じて得た数
と４０万に３分の１を乗
じて得た数とを合算し
て得た数）

伊 予 郡 ４４，４５３ １４，８１８

南 宇 和 郡 ２２，７６３ ７，５８８

松山市・上浮穴郡 ４２８，９５６ １３８，１６０

今 治 市 ・ 越 智 郡 １５３，０５６ ５１，０１９

宇和島市・北宇和郡 ８９，９５１ ２９，９８４

八幡浜市・西宇和郡 ４５，１３２ １５，０４４

新 居 浜 市 １０３，８７４ ３４，６２５

西 条 市 ９４，６５９ ３１，５５３

大 洲 市 ・ 喜 多 郡 ５８，３６４ １９，４５５

伊 予 市 ３３，１３９ １１，０４７

四 国 中 央 市 ７７，５１０ ２５，８３７

西 予 市 ３８，０２８ １２，６７６

東 温 市 ２８，４８９ ９，４９７

平成１９年７月２０日 発行
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